
２００４年２月アルゼンチンの経済情勢 

２００４年３月作成 

在アルゼンチン大使館 

 

１．概況 

 対民間債務の再編に関し、ボカラトンで開催されたＧ７の声明やＩＭＦプログラムの第

２回目レビューを巡って、亜政府は、国際社会から善意を持って債権者と交渉を行うよう

働きかけを受けた。債務再編にあたる取りまとめ金融機関（国内３行、海外３行）が任命

され、債務再編に向けて前進は見られたものの、亜政府は、各国の債権者グループが結成

したＧＣＡＢの交渉開始の呼びかけには応じなかった。一方、Ｇ１５首脳会議の機会を利

用して亜伯首脳会談が行われ、ＩＭＦなど国際金融機関に対し、両国で共同歩調をとって

いくことで合意した。 

 

２．経済の主な動き 

（１）Ｇ７声明を巡る動き 

 ７日、米ボカラトンで開催されたＧ７は、会談後に発出した声明において、「亜がＩＭＦ

プログラムに沿った政策を実施することを要請する。亜は、民間債務再編オファーに対す

る高い参加率を確保するために、債権者と建設的に関わるべき」旨を発表した。これに対

し、亜経済省は同日、声明を発表し、概要以下のような反論を行った。 

（イ）国際金融機関に対してネットで返済しながら、対民間債務の再編プロセスを前進さ

せている 

（ロ）経済成長が達成されなければ、債務は支払えない 

（ハ）ＩＭＦとのプログラムは着実に実施している 

（ニ）債権者の高い参加率が得られる、債務再編を進める 

（２）国際金融機関との関係 

９日、ラバーニャ経済相とケーラーＩＭＦ専務理事はマイアミで会談し、昨年９月に合

意されたＩＭＦプログラムの第２回目のレビューに向けた話し合いを行った。会談は、亜

政府の対民間債務再編交渉への取り組みに焦点が絞られたが、債権者と善意（buena fe）

を持って話し合うよう要求するＩＭＦと亜政府の歩み寄りは見られなかったとされる。１

６日より、第２回目のレビューを行うＩＭＦミッションが亜を訪問し、経済省及び中銀と

協議を行った。財政・金融の数値目標などプログラムで定められた事項は問題なく達成さ

れたことが確認されたものの、レビューが認められるかどうかは、亜政府の対民間債務再

編への取り組み次第とされる。 

一方、世銀は、ＩＭＦの第２回目レビューの結果を見極める必要があるとして、１２日

に予定されていた、亜に対する今後５年間で総額 50 億ドルの融資計画の理事会審議を延期

することを決めた。 



（３）対民間債務の再編交渉 

 １０日、亜政府は、海外の債権者との債務再編にあたる取りまとめ金融機関として、バ

ークレイ、ＵＢＳ、メリルリンチの３行を任命することを発表した。有力と目されていた

複数の金融機関が辞退するなど、選定作業は難航していた。亜国内の債権者については、

ナシオン、ガリシア、ＢＢＶＡの３行が任命された。 

２４日、各国の債権者団体が結成した亜債権者グローバルコミッティー（ＧＣＡＢ）は

ニューヨークで会合を開いた。ＧＣＡＢは、右会合にラバーニャ経済相若しくはニールセ

ン金融庁長官の出席を求め、亜政府に正式な交渉開始を要求した。これに対し、亜政府は

ＧＣＡＢの債権者代表性に疑念を呈し、会合にはワシントン駐在の金融代表フェデリコ・

モリーナをオブザーバーとして出席させただけであった。 

一方、債権者からの司法的な圧力は強まっており、米メリーランド州裁判所からは亜政

府資産の権利留保措置（inhibicion）を認める判決が下された他、ニューヨークにある国

有化された亜ポスト名義の口座が差し押さえられる動きもある。 

（４）電気・ガス料金の値上げ 

 １３日、記者会見を行ったフェルナンデス首相、デビド公共事業相及びカメロン・エネ

ルギー庁長官は、企業などの大規模消費者を対象として、電気及びガス料金を値上げする

旨を発表した。新しい料金は、２月１日より遡及して適用され、電気は 15～35％、ガスは

12～25％の値上げとなる。対象を大規模消費者のみに限っていることから、物価への影響

はそれほど大きくないと見られている。 

（５）アイヒェル独財務相の訪亜 

 １８日、訪亜したアイヒェル独財務相は、キルチネル大統領、ラバーニャ経済相及びプ

ラット・ガイ中銀総裁等と相次いで会談した。会談において、同財務相は、ＩＭＦの第２

回目レビューおいて独政府は、引き続き亜を支持する意向である旨表明する一方、対民間

債務の再編交渉に関し、ドバイでの提案は厳しいものであり、かつ交渉が長引いていると

指摘し、早急に債権者への提案を修正し、問題解決に努めるべきであると述べた。これに

対し、キルチネル大統領は、亜政府の対民間債務の再編提案である元本７５％削減は譲れ

ないと述べた。 

（６）伯との共同歩調 

 ２７日、Ｇ１５首脳会議に出席するためベネズエラを訪問していたキルチネル大統領は、

ルーラ伯大統領と会談し、ＩＭＦなど国際金融機関に対して、両国で共同歩調をとってい

くことで合意し、３月１０日にサンパウロで（後に、３月１６日にリオデジャネイロに変

更）両国の大統領、外相、経済相による公式会合を行い、詳細を検討することとなった。 

 

３．経済指標の動向 

（１）金融 

 金利や株価指数など金融関連指数は、引き続き安定的に推移している。為替市場では、



季節的要因から輸出業者によるドル売りが増えてきており、中銀は為替市場において１日

10 百万ドル程度のドル購入を行っている。 

（２）税収 

 ２月の税収は対前年同月比で 36.7％増の 6,360 百万ペソとなった。税収の増加は、対前

年同月比で 59.0％増となった付加価値税の増収によるところが大きい。 

（３）産業動向 

（イ）小売（１月） 

 スーパーマーケット売上高は対前年同月比 6.9％の増加、ショッピングセンター売上高

は同 41.6％の増加となった。いずれも、販売数量の増加が続いており、消費の回復傾向が

見られる。 

（ロ）建設活動指数（１月） 

 建設活動指数は、対前月比で 4.4％の増加、対前年同月比では 30.2％の増加となり、回

復傾向が続いている。 

（ハ）工業生産指数（１月） 

 工業生産指数（ＥＭＩ）は、対前月比で 3.2％の増加、対前年同月比では 12.0％の増加

となった。分野別では、自動車、セメント、印刷などが好調である。 

（４）物価 

 消費者物価指数は対前月比で 0.1％の上昇となった。１月には下落した卸売物価指数、

輸入卸売物価指数は、２月はそれぞれ 1.3％、0.9％の上昇に転じた。 

（５）雇用（１月） 

 労働省の発表によるブエノスアイレス圏、コルドバ圏、ロサリオ圏の雇用状況をみると、

雇用水準は三大圏全てで伸びており、引き続き改善傾向にある。 

（６）貿易収支（１月） 

 １月の貿易収支は、6.8 億ドルの黒字で、輸入が 15.99 億ドルと対前年同月比で 100％増

えたことから黒字額は大幅に減少した。一方、輸出は 22.79 億ドルで対前年同月比 5％増

にとどまった。 




















